別表 １(第３条第２項)
加　入　金　　　　　　０　円
別表 ２(第４条）
会費の徴収基準、払込みの方法及び納期
　１　会費徴収基準
	
	
	
	（単位：円／年）

	基本会費基準

	　
	個人
	
	10,000

	　
	有限会社
	
	15,000

	　
	株式会社
	
	20,000

	　
	定款会員《個人》
	10,000

	　
	定款会員《団体》
	30,000

	　
	特別会員

（内訳）
個人
有限会社
株式会社
上記以外
	
	10,000

15,000

20,000

30,000


※ 合名・合資・資本金１０００万円未満の株式会社は有限会社に含む
※ 株式会社とは資本金１０００万円以上の株式会社をいう

（注）但し、大規模企業等の会費については、以下の基準による

大規模企業等の会費基準

①　従業員数、資本金、売り場面積は加入日時点の現況による
②　従業員数は、地区内当該事業所に勤務する従業員数をいう
	Ａ．従業員数又は資本金による会費基準

	
	従業員数
	
	資本金
	会費（円）

	
	１００人以上
	または
	１億円以上
	30,000

	
	３００人以上
	または
	３億円以上
	50,000

	（注）但し、大規模小売店舗等の会費については「B」による


	Ｂ．小売業等における売り場面積が３００㎡以上の場合の会費基準

	
	以上
	未満
	会費（円）
	

	
	３００㎡
	１０００㎡
	30,000
	

	
	１０００㎡
	３０００㎡
	50,000
	

	
	３０００㎡
	５０００㎡
	100,000
	

	
	５０００㎡
	１００００㎡
	200,000
	

	
	１００００㎡
	
	300,000
	

	
	
	


ただし、平成１８年４月１日以前に会員となった大規模企業等の会費については、
上記の基準により会費を算定したときに、現行の会費額を上回る場合は、現行の会費
額を適用する。下回る場合は、上記の基準により算定した会費額を適用する。
　　 但し、特別会員の内、共済継続特別会員の会費は、年額１，０００円とする。
　　　 ※共済継続特別会員（任意脱退の場合は対象としないなど所定の入会要件を満たし 

     　　た者）とは、法定会員脱退後に全国商工会会員福祉共済の加入継続のみのために
         会員資格の継続を希望する者を言う。

　
　２　会費の払い込みの方法

       振込み、自動振替、現金による納付方法とする。

　３　会費の納期
　　　　毎年７月末日

４　年度中途加入者の会費の取扱

　　　　運営規約第２条により会員となった者の会費は、理事会の承認があった日の翌月から月割計算により会費を徴収するものとする。

　　　　なお、この場合、１００円未満に端数が生じた場合はこれを切捨てるものとする。
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